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The BEST program 自然換気 外気冷房 

1. はじめに 
本報では、BEST 専門版の自然換気計算機能を利用した

建築と設備の連成計算によって、冷温水式の空調システ

ムと自然換気を併用した場合の省エネルギー効果を明ら

かにすることを目的とする。 

2. 検討方法 

2.1 検討モデル 
空調システム概念図を図 1 に、表 1 に空調システムの

機器仕様を示す。熱源は空冷ヒートポンプチラーとし、

室内側はインテリア、ペリメータ系統別に空調機を設定

した。最低外気量は建築基準法上の最低風量として

630m3/h とし、空調機の給気風量は温度差 10℃としてピー

ク冷房負荷より算出した。ペリメータ給気風量の下限値

は VAV 制御下限を 15%と仮定し、1,000m3/h とした。ペリ

メータに自然換気口を設け、床面積あたりの給気口有効

開口面積 αA は 40cm2/m2 と設定している。その他の条件

については既報 1)の検討モデル条件を用いた。 

3. 検討結果 

3.1 自然換気時間数と平均換気回数 
月別の自然換気時間数と平均換気回数を図 2 に示す。

自然換気は主に 4～6 月，10 月に行われており昼間の月別

時間数は 153～229 時間/月、平均換気回数は 2.7～4.0 回/h

であった。 

3.2 自然換気による冷房負荷削減効果 
表 2 に検討ケース概要を示す。給気口有効開口面積及

び自然換気許可条件の外気下限温度をパラメータとして

ケーススタディを行った。評価期間は暖房負荷が発生し

なかった 4 月～11 月としている。図 3 に各ケースの自然

換気による冷房負荷削減効果を示す。基準ケース「自然

換気」では空調時に対して 23.4%の冷房負荷削減効果とな

った。開口部の面積を 2 倍にしたケースの冷房負荷削減

率は 25.7%であり、基準ケースと大きな差は見られなかっ

たが開口部の面積を半分にした場合は削減率の低下が大

きかった。また、外気下限温度を 15℃から 13℃に下げた

場合の削減率の差は 2.1%の増加であり、18℃に上げた場

合は 4.6%の低減となった。 

表 1 機器仕様 

 

図 2 自然換気時間数と平均換気回数 
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機器 仕様 

熱源 
空気熱源ヒートポンプ／スクロール／インバータ 
冷却能力 55kW 加熱能力 55kW（冷水 7℃、温水

40℃）、消費電力 13.5kW  1 次ポンプ／60L/min 

2 次 

ポンプ 

流量 80L/min、渦巻きポンプ、揚程 200kPa 
推定末端圧インバータ制御、高効率インバータ制御

（10～50Hz）、冷水温度 7℃、温水温度 45℃、往還
温度差 10℃、配管圧力損失 0.4kPa/m 

インテリア 
空調機 

2 管式 /VAV 方式、冷却能力 17kW、冷温水流量
23L/min、外気量 680m3/h、給気風量 4,200m3/h（最小
630m3/h）、機外静圧 400Pa、還気風量 3,600m3/h、機

外静圧 300Pa、プラグファン（標準） 

ペリメータ 

空調機 

4 管式 /VAV 方式、冷却能力 59kW、冷温水流量
32L/min、外気なし、給気風量 6,400m3/h（最小

1,000m3/h）、機外静圧 400Pa、還気風量 6,000m3/h、
機外静圧 300Pa、プラグファン（標準） 

ＶＡＶ インテリア・ペリメータ系統毎に 1 台 

排気ファン 風量 630m3/h、機外静圧 250Pa、シロッコ片吸込み、 

図 1 空調システム概念図 
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外気下限温度の変更は自然換気時間数と負荷削減効果の

両方に関係するため影響が大きいと考えられる。以上の

結果より、基準ケース「自然換気」の設定条件の妥当性

を確認し、自然換気による冷房負荷削減効果を示した。 

3.2 空調 1 次エネルギー消費量削減効果 

図 4 に 4～11 月の冷房を対象とした自然換気併用時の

空調 1 次エネルギー消費量を示す。空調設備のみで冷房

を行った場合を基準とし、自然換気を併用した場合は

10.7～14.2%の省エネルギー効果であった。図 3 の冷房負

荷削減効果と比較すると、同じケースであっても空調 1

次エネルギー消費量削減効果の削減率は 10%程度少ない

結果となった。このような自然換気による空調 1 次エネ

ルギー削減効果は低負荷での空調設備システムの部分負

荷性能が関係している可能性がある。 

3.3 機器別の空調 1 次エネルギー消費量 

ケース「自然換気」における機器別の空調 1 次エネル

ギー消費量削減効果を図 5 に、月別の削減効果を図 6 に

示す。自然換気併用空調は熱源と空気搬送に対する削減

効果が大きいことを確認した。月別の効果については、

冷房負荷の傾向と同様に外気温との関連が見られ、外気

温の低い 4 月,5 月,10 月の削減効果が確認された。 

4. 空調システム特性が自然換気の省エネ性に与える影響 

基準ケースに対して、空調システムの部分負荷特性を

変化させた場合の影響を確認した。図 7 に VAV 風量下限

値を 15%から 30%に変更させた場合、図 8 に熱源容量を

ピーク負荷の 2 倍かつ 25%以下の低負荷時の入力値を一

定にした場合の結果を示す。VAV 風量下限値の変更や熱

源の部分負荷効率低下により基準ケースでの消費エネル

ギー削減率 13%と比較して自然換気による省エネルギー

効果が低減する結果となった。これは、自然換気による

冷房負荷削減により低負荷域が多くなるため、空調シス

テムの部分負荷効率によって省エネルギー効果が変化す

ることを示している。以上の検討より、自然換気併用空

調によって高い省エネルギー効果を確保するためには、

補助冷房装置の設置や空調機を同一系統に複数台設置し

て台数制御するなど、部分負荷効率の高い空調システム

の構築や外皮性能の向上によってピーク負荷を抑えるこ

とが必要であると考えられる。 
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表 2 検討ケース概要 
ケース名 概要 

空調 空調設備のみで冷房を行った場合 
自然換気 

（基準ケース） 
自 然 換 気 併 用 、 給 気 口 有 効 開 口 面 積 ：
40cm2/m2、外気下限温度 15℃ 

開口 2 倍 
自 然 換 気 併 用 、 給 気 口 有 効 開 口 面 積 ：
80cm2/m2、外気下限温度 15℃ 

開口半分 
自 然 換 気 併 用 、 給 気 口 有 効 開 口 面 積 ：
20cm2/m2、外気下限温度 15℃ 

下限 18℃ 
自 然 換 気 併 用 、 給 気 口 有 効 開 口 面 積 ：
40cm2/m2、外気下限温度 18℃ 

下限 13℃ 自 然 換 気 併 用 、 給 気 口 有 効 開 口 面 積 ：
40cm2/m2、外気下限温度 13℃ 

 
図 3 冷房負荷削減効果（4 月～11 月） 

 
図 4 空調 1 次エネルギー消費量削減効果（4 月～11 月） 
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図 5 設備別の削減効果 図 6 月別の削減効果 
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図 7 VAV 制御性の影響 図 8 熱源効率の影響 
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